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2002年度農協金融の回顧

〔要　　　旨〕

１ 日本経済はバブル崩壊以降低迷が続いている。また農家経済は農業経営を巡る環境悪化

による農業所得の減少，景気低迷による農外所得の減少等，厳しい状況にある。

２ 家計部門の金融資産は減少が続いている。内訳をみると預貯金が前年比最も増加してい

るが，伸び率は昨年より低下している。なお外貨預金は残高が少ないものの伸び率は高い

状況が続いている。

３ 農協貯金の前年比伸び率は，2001年11月末から徐々に低下し，03年１月末には0.8％とな

った。その後はやや伸び率が上昇し，03年３月末は1.2％となっている。03年１月末以降の

伸び率上昇には，普通預貯金等に対するペイオフ凍結解除が延期されたために，他金融機

関への預け替えが緩和されたこと等が影響しているものと考えられる。

４ 農協においても01年度はペイオフを控えて定期性貯金から流動性貯金へのシフトがみら

れたが，02年度下期以降，ペイオフの影響による流動性シフトはほぼ収まっている。

５ 農協貸出金の02年３月末の前年比伸び率は△1.1％で残高の減少傾向が続いている。自己

住宅資金の伸び率は昨年に比べてやや伸び率が上昇しているものの，賃貸住宅資金は需要

のピークを過ぎ伸び率が低下している。生活資金，農業資金等は減少が続いている。

６ 農協貯金については流動性貯金に積み上がった資金の動向が今後の注目点となるが，農

協利用者の一部に投資信託，外貨預金等の購入の動きが出てくる可能性もあり，流動性貯

金から徐々にシフトすることも考えられる。一方貸出の強化のためには，住宅ローンへの

積極的な取組みが必要である。また長期不況の影響から農家経済は厳しい状況が続いてお

り，貸付後の細かな債権管理等が必要になるものと考える。
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2001年11月末から低下傾向にあった農協

貯金の前年比伸び率は，03年１月末以降や

や上昇している。一方，農協貸出金（公

庫・共済・金融機関貸付を除く）は01年３月

末以降前年比減少で推移している。

本稿ではこうした02年度の農協資金動向

の要因・背景について，農協金融を取り巻

く環境，個人金融ならびに他金融機関の状

況を踏まえて明らかにする。

（１） 一般経済，金融

日本経済はバブル崩壊以降低迷が続いて

いる。02年度上期は，海外景気の回復によ

る輸出増加に伴い，鉱工業生産が持ち直し

企業収益も改善に向かったが，年度下期に

かけてアメリカ経済の回復テンポが緩やか

になったこと等から，輸出，鉱工業生産の

増勢が鈍化し，景気は横ばいの動きが続い

た。

こうしたなかにあって，雇用は新規求人

等一部で改善の動きがあったが，完全失業

率は５％台の高水準で推移している。また

雇用者所得も引き続き減少しており，雇

用・所得環境は依然として厳しい状態が続

いている。

02年４月には定期性預貯金に対するペイ

オフ凍結が解除された。当初03年４月に予

定されていた普通預貯金等へのペイオフ凍

結解除は，金融システムが不安定な状況下

では預貯金者の不安を招きかねないとし

て，05年４月まで２年間延期された。なお

05年４月以降も無利息，要求払い，決済サ

ービスを提供できるという３条件を満たす

決済用預貯金（当座預貯金等）については

全額保護されることとなった。

（２） 農家経済の動向

農家の所得動向は農協資金動向の重要な

背景になっていることから，02年の農家経

済の動向をみることにする。

販売農家１戸当たりの農業所得について
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は，昨年ＢＳＥの影響で減少した畜産収入

が増加に転じたものの，稲作，野菜収入の

減少等により，４年連続で前年を下回った

（第１表）。また農家総所得のおよそ６割を

占める農外所得は98年以降減少しており，

減少幅は拡大する傾向にある。この結果，

02年の農家総所得は前年比2.2％減少し，

６年連続の減少となった。

販売農家は家計費を切り詰める等の対応

をしているが，預貯金の原資となる農家経

済余剰は01年，02年と減少しており，農家

経済は厳しい状況にある。

農協信用事業の利用者の中心は個人組合

員であることから，家計部門が保有してい

る預貯金，株式等の金融資産ならびに業態

別の個人預貯金の動向についてみることに

する。

（１） 家計部門の金融資産

日銀の資金循環勘定によると，家計部門

の金融資産残高は00年12月末より前年比減

少が続いている。03年３月

末の残高は1,378.3兆円（速報

値）となり，株価低迷による

株式，投資信託の評価減に

より前年比1.9％減少した。

また雇用者所得の悪化等の

影響から，株式，投資信託

を除いても前年比0.7％減少

となっている（第２表）。

金融資産の内訳をみると，前年に比べて

最も増加したのは預金で前年比6.9兆円増

加した。ただし伸び率は前年より0.3ポイ

ント低下し1.0％となった。昨年度はペイ

オフを控え定期性預金から流動性預金への

シフトがみられ，流動性の伸び率が大きく

上昇し，定期性は減少が続いた。しかし03

年３月末には，定期性，流動性の伸び率は

ともにペイオフ前の01年３月末とほぼ同水

準となっている。

また残高は少ないものの，外貨預金の伸

び率は高い状況が続いている。国内の超低

金利もあって，米ドル建て預金を中心に増

加しており，一部ユーロ建て預金も増えて

いる。

一方，株式，投資信託は減少が続いてい

る。また保険・年金準備金は減少に転じて

いる。死亡保障を中心とする生命保険につ

いては既に飽和状態となっており，これま

で利用者の中心であった団塊の世代の退職

等により，高額の死亡保障が必要なくなっ

ていること等も影響しているものとみられ

る。
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第１表　農家経済の動向（販売農家１戸当たり平均）�

資料　農林水産省「農業経営動向統計」  

２　個人金融の動向



（２） 個人預貯金の動向

業態別に個人預貯金の伸
（注１）

び率をみると

（第１図），01年度下期から02年度上期にか

けて，地銀，第二地銀，信金，農協は伸び

率が緩やかに低下した。00年度上期から継

続してきた郵貯満期金の他業態への流出が

減少したことに加えて，ペイオフの影響に

より都銀等への預け替えがなされ

たこと等が影響している。都銀は

他業態からの資金流入により01年

度下期にかけて伸び率が上昇した

が，02年度上期以降は低下してい

る。

02年度下期に入ると，業態によ

り伸び率に変化がみられる。都銀，

地銀が低下傾向にあるなかで，第

二地銀，信金，農協はやや伸び率

が上昇している。なお地銀，第二

地銀は合併等の影響で03年３月以

降伸び率が大きく変動している。

郵便貯金につ

いては定額貯金

満期金の他業態

への流出の影響

からマイナスで

推移してきたが，

マイナス幅は01

年度下期から縮

小している。
（注１）農協は貯金
全体から公金貯金，
金融機関貯金を差
し引いた一般貯金
のデータであり，
個人以外も含んで
いる。

（３） 投資信託，外貨預金等の動向

国内の超低金利やペイオフ等により一部

の個人利用者に資金運用ニーズの多様化が

みられ，都銀，地銀等は投資信託，外貨預

金等について個人富裕層を中心に積極的に

販売している。
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資料　農協残高資産表, 日銀ホームページ　�
（注）１　農協,郵便貯金は末残,それ以外は平残。農協は一般貯金（貯金－公

金貯金－金融機関貯金）。�
２　０３年３月の中部銀行,石川銀行の営業譲渡（地銀Ⅱ→地銀,地銀Ⅱ,信
金）,三井住友銀行とわかしお銀行の合併（地銀Ⅱ→都銀）。０３年４月
の関東銀行,親和銀行の地銀Ⅱとの合併（地銀Ⅱ→地銀）により,０３年
３月以降はそれ以前と伸び率が不連続。�
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第2表　家計部門の金融資産の動向�

資料　日銀『金融経済統計月報』     �
（注）　２００３年３月末のデータは速報値。金融資産にはその他の科目を含む。     
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前述したように，家計部門全体でみると

投資信託の残高は減少している。しかし，

都銀，地銀等では投資信託の販売に積極的

に取り組んでおり，預かり資産残高は増加

している。また証券会社等の販売残高が減

少するなかで，銀行等の投信販売残高シェ

アは02年３月の23 .3％から03年３月の

29.9％まで上昇している。

さらに都銀，地銀等は投資信託以外にも

外貨預金，国債等の販売も積極的に行って

いる。地銀における03年３月の個人向けの

投資信託，外貨預金，国債，保険合計の前

年比増加額は2.0兆円で同時期の個人預金

の増加額2.3兆円に迫っている。
（注２）

以上のように，家計部門の金融資産の減

少が続いているなかで，個人利用者の金融

資産選好は元本保証のあるものが選択され

る傾向が強く，流動性預貯金の増加が続い

ている。一方，都銀，地銀等は投資信託，

外貨預金等の販売を伸ばしており，超低金

利に満足できない一部利用者は引き続き購

入を進めていくものとみられ，流

動性預貯金からこれら金融商品等

へのシフトの動きがあるものとみ

られる。

（注２）銀行等の残高のデータは投資信
託協会ホームページ，日本金融通信
社「ニッキン投信年金情報」による。
地銀の投資信託，外貨預金等の合計
のデータは全国地方銀行協会調べの
個人預かり資産残高に関する新聞記
事（日本金融通信社「ニッキン」
2003年８月１日付）による。

（１） 利用者別動向

農協貯金の前年比伸び率は01年11月末の

3.0％から徐々に低下し，02年３月末の

2.0％から03年１月末には0.8％となった。

その後はやや伸び率が上昇し03年３月末は

1.2％となっている（第３表）。

こうした貯金の動きを一般貯金（貯金全

体から公金貯金，金融機関貯金を差し引いた

もの），公金貯金別にみると，00年度から

01年度上期にかけては，公金貯金と郵貯定

額貯金の満期金が流入した一般貯金の増加

により貯金全体の増加幅は拡大した（第２

図）。

01年度下期から02年度上期にかけては，

郵貯満期額そのものが減少したこと，また

02年４月のペイオフの影響で公金貯金等の

一部流出により，全体の増加幅は縮小し

た。
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３　農協貯金の動き
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第3表　農協主要勘定の動向  

資料　農協残高試算表    �
（注）１　貸出金は公庫・共済・金融機関貸出金を除く。    �

２　短期貸出金,長期貸出金からは（注１）のうちの公庫貸出金のみが除
かれていることから合計額が貸出金と一致しない。    



02年度下期とりわけ03年に入ると一般貯

金の増加幅が拡大し，また公金貯金の減少

幅がやや縮小したことにより，全体の増加

幅は拡大している。02年10月に普通預貯金

等に対するペイオフ延期が決定されたため

に，都銀等への預け替えが緩和されたもの

とみられ，こうしたことが農協貯金の増減

にも影響していると考えられる。

なお公金貯金については，02年３月末以

降前年比減少が続いている。他業態につい

ても第二地銀，信金は数年来減少で推移し

ており，ペイオフ後も残高が増加していた

都銀，地銀も02年度下期には前年

比減少に転じている。地方公共団

体の税収の落ち込み等により公金

預貯金全体が減少していると考え

られる。
（注３）

（注３）02年度中の公金預貯金の動向に
ついては，本誌拙稿「ペイオフ凍結解
除後の公金預貯金の動向」を参照のこ
と。

（２） 貯金種類別等の動向

次に貯金の種類別動向をみてみ

たい。01年度はペイオ

フを控えて02年１月末

以降流動性貯金の伸び

率が大きく上昇し，定

期性貯金は低下した。

02年度に入ると流動性

貯金は02年３月末の

16 . 8％から８月末の

20.6％へと上昇したが，

その後は徐々に低下し

03年３月末は7.4％となった。定期性貯金

は02年８月末から徐々にマイナス幅が縮小

し，03年３月末に△1.0％となり，５月末

には前年比増加に転じており，ペイオフの

影響による流動性シフトはほぼ収まってい

る。

定期貯金の預入期間別（第３図），預入

金額帯別（第４図）の動向をみると，貯金

残高の47.3％（03年３月末）を占めている

１年以上２年未満定期についてはペイオフ

直前に前年比減少したが，その後は減少幅

が縮小し，03年３月末には増加に転じてい
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資料　第２図に同じ�
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資料　農協残高資産表�

２５�

２０�

１５�

１０�

５�

０�

△５�

�

（千億円）�

３月�
００年�

９� ３�
・�
０１�

９� ３�
・�
０２�

９� ３�
・�
０３�
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一般貯金� 貯金合計�



る。それに対して，１年未満定期，１千万

円以上の大口定期はペイオフ直前に大きく

減少し，減少幅は03年３月末に縮小したが，

その後も前年比減少で推移している。公金

貯金のなかでも地方公共団体の一時的な余

裕資金の多くが１年未満の大口定期として

預けられているものとみられ，公金貯金の

減少が１年未満定期，大口定期の動向に影

響しているとみられる。

家計部門の金融負債の状況をみると，貸

出金の伸び率は03年３月末には前年より

2.0ポイント低下し△2.3％（速報値）となっ

た。これは家計部門に含まれる個人事業主

の事業性資金貸出等の減少と住宅金融公庫

の住宅貸付の減少が影響している。公的金

融機関の住宅貸付は前年より4.4ポイント

低下し前年比9.3％の減少となった。一方，

民間金融機関の住宅ローンは前年比4.9％

増加した。

景気低迷による事業性資金の伸

び悩みから企業向けの貸出は大き

く落ち込んでおり，民間金融機関

では個人向けの貸出，とりわけ住

宅ローンを積極的に推進している。

業態別の個人貸出金の伸び率は，

農協を除くいずれの業態でもプラ

スで推移し，また伸び率もやや上

昇する傾向にある。

住宅資金については新設住宅着

工戸数そのものが伸び悩むなかで，

民間金融機関は住宅ローンの残高を伸ばし

ており，住宅金融公庫のシェアが縮小する

部分を獲得しているものとみられる。各金

融機関とも住宅ローンについては販売体制

を強化しており，こうした対応が住宅ロー

ン残高の伸長に影響しているものとみられ

る。

農協貸出金（公庫・共済・金融機関貸付を

除く）の前年比伸び率は01年３月末にマイ

ナスに転じ，その後もマイナスで推移し，

03年３月末には△1.1％となっている。

貸出金の資金用途別の状況について，03

年６月に当総研が実施した農協信用事業動

向調査によると，03年３月末の構成比は自

己住宅，賃貸住宅を合わせた住宅資金が

44.9％，農外事業資金16.2％，生活資金

15.2％，県市町村・公社公団9.9％，農業資

金9.0％となっている（第４表）。

自己住宅資金の伸び率は，02年に比べて
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やや上昇し03年３月末には2.3％となって

いるが，同時期の都銀（ 4 . 2％），地銀

（11.3％）と比べると低い状況にある。こ
（注４）

う

した伸び率の違いについては，農家世帯で

は持ち家比率が勤労者世帯と比べると高

く，住宅ローン需要そのものが少ないこと

が要因として挙げられる。ただし，02年６

月実施の動向調査結果によると住宅ローン

伸長のために，ローン相談会等の積極的な

取組みを行っている農協では伸び率が高く

なっており，農協間で格差が出てきている

と思われる。

また賃貸住宅資金は組合員の相続対策と

して取り組まれ，都市部から地方に広がっ

てきたが，ここ数年は資金需要のピークを

過ぎたものとみられ，前年と比較すると伸

び率はやや低下している。

生活資金は，ここ数年残高の減少が続い

ている。農家が家計費を切り詰める等の対

応をしているなかで，借入れを控えている

ことが影響していると思われる。

農業資金については，農産物価格の低迷

等から，農業資金への需要が引き続き低調

な状況にあり，減少傾

向が続いている。02年

５月の制度改正により

農業近代化資金，農林

公庫資金，農業改良資

金の融資窓口の農協等

への一元化等がなさ

れ，借入希望農家の利

便性向上と農協の農業

融資伸長に結びつくこ

とが期待される。

（注４）都銀等のデータは日銀ホームページによる。

農協貯金については，普通預貯金等への

ペイオフ延期が決定されたこともあり，02

年度下期以降流動性シフトは収まり，伸び

率もやや回復している。

今後は流動性預貯金に積み上がった資金

の動向が注目点となるが，普通預貯金等へ

のペイオフが実施される05年４月以降も決

済用預貯金については全額保護されるため

に，現状では再び業態間での資金移動がお

きる可能性は低いものと思われる。

そうしたなかで，都銀，地銀等では投資

信託，外貨預金等の販売額が大幅に伸びて

いる。農協利用者の一部に購入の動きが出

る可能性もあり，流動性貯金から徐々にシ

フトすることも考えられる。農協において

も組合員の意識の変化を把握しながら，商

品の品揃え等への配慮が必要になるものと

農林金融2003・10
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６　おわりに

資料　農中総研「農協信用事業動向調査」        �
（注）１　前年同月比伸び率は各年度第１回調査結果による。回答農協数は９９年３月３４６組合，

００年３月３５７組合，０１年３月３５４組合，０２年３月３２２組合，０３年３月３１０組合。       �
２　貸出金合計にはその他の科目を含む。       
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貸出金合計�

　賃貸住宅等建設資金�
　自己居住用住宅資金�
　農外事業資金�
　生活資金�
　県市町村・公社公団�
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第4表　農協貸出金の用途別残高の伸び率推移�



続いており，当面回復は難しいと思われる。

しかし資金需要そのものが全くないわけで

はなく，組合員の資金ニーズに適切に対処

していくことが必要である。長期不況の影

響から農家経済は厳しい状況が続いている

だけに，組合員の資金ニーズに対応しつつ，

いかにして貸出金の延滞等を抑えていくか

が重要であり，貸付後の細かな債権管理等

が必要になると考える。

（研究員　長谷川晃生・はせがわこうせい）
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思われる。

一方，農協貸出金は残高の減少傾向が続

いている。住宅ローンについては農協にお

いても積極的な取組みがなされているが，

民間金融機関のなかで農協の住宅ローンの

シェアは，個人貸出金全体に占めるシェア

よりも低い。このことは，農協が住宅ロー

ンのシェアをさらに伸ばしていく潜在的な

余地はあると考えることができよう。

また生活資金，農業資金等は減少傾向が


